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61年

消費税導入前

元年

消費税導入後

７年

消費税引上げに伴う先行減税実施後

24年分

給与所得控除の上限設定前

30年分

配偶者控除の見直し後

令和２年分

30年度改正

織り込み後

令和７年分

令和７年度改正

織り込み後

給与収入(万円)

平成元年分

（平成２年度分）

消費税導入後

平成７年分

（平成８年度分）

消費税率引上げに伴う

先行減税実施後

給与収入(万円)

平成24年分

（平成25年度分）

給与所得控除の上限

設定前

給与収入(万円)給与収入(万円)

個人所得課税の実効税率の推移（夫婦子２人（片働き）の給与所得者）

昭和61年分

（昭和62年度分）

消費税導入前

※かっこ書き

は個人住民税

平成30年分

（令和元年度分）

最高税率の引上げ、

給与所得控除の上限設定・引下げ、

配偶者控除等の見直し後

（注１）表中の数値は、給与収入 5,000万円の場合の実効税率である。

（注２）子のうち１人が特定扶養親族、１人が一般扶養親族に該当するものとして計算している。

（注３）平成７年（平成８年度）分は特別減税前の実効税率である。

（注４）平成30年（令和元年度）分以降は復興特別所得税（基準所得税額の2.1％）を加味して計算している。

（注５）社会保険料控除額のモデル計算式を平成27年に改訂しており、平成30年（令和元年度）分以降の実効税率の計算においては、その改訂後のモデル計算式を用いている。

令和２年分

（令和３年度分）

基礎控除の見直し後

令和７年分（令和８年度分）

基礎控除の引上げ、

給与所得控除の最低保障額の

引上げ後


